

































































































































































































































































































































 ２）ドイツ民法では、６５１a 条から６５１ｌ条に規定されている。ドイツ民法６５６a 条１項および２項では、
主催旅行契約を請負類似の契約とし、旅行契約により、旅行主催者は、旅行給付の全体（旅行）
を履行する義務を負い、旅行主催者を仲立人だとする仲立人条項は無効とされている。高橋弘
「ＥＵと日本における主催旅行契約（募集型企画旅行契約）の近況」広法３０巻１号２８８頁（２００６）。
 ３）江頭憲治郎『商取引法』１９２頁（弘文堂、２００２）。森田宏樹「他人の行為による契約責任の二元性」
『民事法秩序の生成と展開』６９６頁（創文社、１９９６）は、委任契約に準じるものとして捉えるが、
旅行業者に広く責任を認めるために、他人の行為の結果を引き受けるという特殊な保障責任（代
位責任）を旅行業者は負うとしている。鹿野・前掲注（１）２５５頁。
 ４）石田喜久夫「委任─旅行契約」法セ３０３号１０１頁（１９８０）、高橋弘「旅行の法律問題」竹内昭夫
＝龍田節編『現代企業法講座第４巻』２４７頁（東京大学出版会、１９８５）、加藤雅信「新民法大系
Ⅲ　債権総論」１５９頁以下（有斐閣、２００５）。韓国法においては、旅行契約は、その全体におい
て、旅行結果の完成を内容とするので、請負的性質を有していると考えられ、請負契約あるい
は請負類似の新種の契約であると考えられている。金相容＝上本政夫訳「旅行契約─韓国にお
ける理解」広法２９巻３号５９頁（２００６）。また、韓国では、１９９９年２月に法務部（法務省）の中
に民法改正特別分科委員会が設けられ、２００４年１０月２１日に民法改正案が提出された。内容が膨
大ゆえに十分審議されず、２００８年４月の国会会期終了とともに廃案となったが、今後も改正案
の提出は検討されている。その改正案の中に、新たな典型契約として旅行契約（６７４条の２ない
し６７４条の９）について、ドイツ民法を参考に取り入れられ、立法的解決を図ろうという動きが
ある。尹眞秀＝金祥洙訳「韓国における民法典の改正─第２次世界大戦後の動き」民法改正研
究会編『民法改正と世界の民法典』４２２頁、４２５頁（信山社、２００９）、同書の中野邦保「韓国にお
ける民法典の改正─急展開を迎えた２００９年を中心に」４３９頁。
 ５）高橋弘「旅行業約款─主催旅行契約を中心に」法時５４巻６号２８頁（１９８２）、坂本昭雄「判批」
金判８５４号４３頁（１９９０）、石原全「判批」金判１０８３号５７頁（２０００）、杉江徹「主催旅行業者の責
任について」成蹊法学４７号１７９頁（１９９８）。
 ６）手段債務とは、債務者が契約において引き受けた利益状態としては、ある結果発生についての
保証引き受けがされている場合（結果実現保証）の債務類型のことであり、結果債務とは、結
果実現保証がなく、合理的な債務者として取引・社会生活上期待される注意・努力（合理的行
動）を引き受けているにすぎない場合の債務類型である。潮見佳男『プラクティス民法　債権
総論』５頁、１１３頁（信山社、第３版、２００７）、加藤雅信『新民法大系Ⅳ　契約法』２３１頁（有斐閣、
２００７）。
 ７）しかし、鹿野・前掲注（１）２５５頁は、旅行契約の法的性質を請負か委任かというように一義的
に決定して結論を導くことには否定的である。
 ８）森田・前掲注（２）６９６頁以下。また、鹿野・前掲注（１）２５５頁も立法論として、旅行業者に第
一次的サービス提供者の責任につき一種の代位責任を課すことについても検討されるべきであ
るとされる。山本豊「旅行契約─パック旅行の法律問題」法教２０４号９０頁も、旅行業者の負う債
務の中に旅行サービス提供債務を読み込んでいく方向（請負契約または売買契約に準じるもの
と捉えられる。）と共に、旅行業者は旅行サービス提供債務を負わないことは認めつつ、政策的
企画旅行契約の法的性質
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理由に基づいて、旅行業者は個別旅行サービス提供者の行為の結果を引き受けるという特殊な
保障責任を負うと構成する方向も検討に値するとされている。
 ９）石田・前掲注（４）１０１頁。
１０）経済企画庁国民生活局消費者行政第一課編「消費者取引と契約─約款の適正化を中心として」
２６頁以下（大蔵省印刷局、１９８２）。
１１）神戸弁護士会「旅行業約款改正に関する意見書」５頁（１９９１）。
１２）道端忠孝「企画旅行契約の法的性質について」秋田法学４４号１２７頁以下（２００５）。また、売買契
約に準じるものと捉える高橋・前掲注（５）２８頁は、旧旅行業法下の主催旅行契約のときから、
自己の計算でなされていたことを指摘されていた。そして、近著である高橋・前掲注（２）２６９
頁以下でも、今回の改正で、企画旅行契約において旅行業者が自己の計算において旅行サービ
スの提供者と契約締結する自由を得たことを示している。そして、企画旅行契約は、売買契約
または請負（類似の）契約として捉えられている。
１３）高橋・前掲注（５）２８頁。
１４）石原・前掲注（５）５８頁。
１５）道端・前掲注（１２）１２５頁。
１６）鹿野・前掲注（１）２５５頁。
１７）道端・前掲注（１２）１２８頁。
１８）高橋・前掲注（２）２６９頁以下。
１９）潮見・前掲注（６）１２１頁
２０）宮川不可止「募集型企画旅行における手配債務、旅程管理債務」法時８０巻２号９２頁以下（２００８）
２１）内閣府国民生活局消費者企画課編『逐条解説消費者契約法』６０頁以下（商事法務、新版、２００７）。
２２）山本爲三郎「判批」『商法（総則・商行為）判例百選』別冊ジュリ１９４号２０９頁（有斐閣、第５版、
２００８）は、そもそも、リスク回避手段や特に海外の運送・宿泊事業等への責任追及手段からの
遠近という観点からは、専門業者である旅行業者に募集型企画旅行参加者である旅行者に対す
る第一次責任を認めるべきだとの価値判断は十分な説得力があるとして、利益衡量されている。
加藤・前掲注（４）１５９頁。
２３）立法担当の国土交通省の「旅行業法施行要領」５頁（２００５）によれば、「「自己の計算において」
とは、旅行業者が運送事業者、宿泊事業者等の旅行サービス提供機関との間で、数量・価格そ
の他の取引条件について自由に交渉を行い、合意の内容に沿って旅行サービスを仕入れ、その
結果として当該旅行サービスで構成される旅行商品の販売価格についても自己のリスクにおい
て任意に設定できることをいう。したがって、その取引から生じた経済的損益は旅行業者に帰
属し、また、旅行業者は、仕入取引の条件について、旅行者に対して開示することを要しない。」
としている。販売価格について自己のリスクにおいて任意に設定できるとしていることからす
れば、旅行サービス提供機関の債務不履行の場合にも、第一次責任のリスクを負っていると解
してもよいと考えられる。
２４）宮川・前掲注（２０）９６頁。
２５）民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』別冊ＮＢＬ１２６号３５７頁（商事法務、
２００９）。
２６）松本恒雄「サービス契約」山本敬三ほか『債権法改正の課題と方向』別冊ＮＢＬ５１号２４９頁（商
『北東アジア研究』第１８・１９合併号（２０１０年３月）
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事法務、１９９８）。
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